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Ⅰ．文書管理ⅠⅠ．文書管理．文書管理



2All rights reserved, Copyright©2007 FUJI ELECTRIC SYSTEMS CO., LTD．

文書管理システム文書管理システムの市区町村におけるの市区町村における導入状況導入状況
（（前年度対比前年度対比））

１１

未導入

導入済

平成17年度

〔1507市区町村〕

（76.8％）

〔454市区町村〕

（23.2％） 導入済

導入済

未導入

平成18年度

〔372市区町村〕
（20.3％）

（費用不明）
〔68市区町村〕

（3.7％）

〔1393市区町村〕
（76.0％）
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市区町村ごとの市区町村ごとの導入状況導入状況１１－１－１

政令

導入済

未導入
〔5市〕

（33.3％）

〔10市〕
（66.7％）

中核・特別区

導入済

未導入
〔27市区〕
（45.8％）

〔32市区〕
（54.2％）

特例市・市

導入済

未導入

〔212市〕
（29.1％）

〔516市〕
（70.9％）

町村

未導入

導入済
〔186町村〕
（18.0％）

〔845町村〕
（82.0％）
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導入及び運用に要する経費導入及び運用に要する経費２２

金額＝構築費用＋運用・保守費用×５ヶ年
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導入及び運用に要する経費導入及び運用に要する経費
（市区町村区分別）（市区町村区分別）

２２－１－１
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大きな効果を狙った
本格的な文書管理
大きな効果を狙った
本格的な文書管理
大きな効果を狙った
本格的な文書管理
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１．公文書目録管理

文書管理に入っている機能の相異と導入効果文書管理に入っている機能の相異と導入効果３３

＜機能＞ ＜導入効果＞

・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・

作成事務の効率化

整理時間の大幅短縮（引継・廃棄時間）

決裁の迅速化（特にロケーションが分散時）

原本保障と保存・保管の効率化

省スペース

短時間で文書・資料の検索可能

情報公開データ提供の効率化

・・・・・・・・・・短時間で目録検索可能

２．文書管理の各処理機能

(1) 収受・起案・施行

(2) 引継・廃棄

３．電子決裁機能

４．文書保存機能

５．情報公開支援
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電子決裁機能付き文書管理の利用の有無電子決裁機能付き文書管理の利用の有無

電子決裁
機能無
60.7%

電子決裁
機能有
39.3%

特例市・市／町村

電子決裁
機能無
11.1%

電子決裁
機能有
88.9%

政令／中核・特別区

４４
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職員１人当りの電子決裁機能付き職員１人当りの電子決裁機能付き
文書管理システム構築費用文書管理システム構築費用

４－１４－１

電子決裁機能付きの有無は、文書管理システム構築費の影響度は少ない。

決裁機能の有無
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職員１人当りの電子決裁機能付き職員１人当りの電子決裁機能付き
文書管理システム構築費用（市区町村区分）文書管理システム構築費用（市区町村区分）

４－２４－２
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処理形態の分析処理形態の分析５５
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処理形態と電子決裁機能の有無処理形態と電子決裁機能の有無５－１５－１
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開発形態の分析開発形態の分析６６

自己開発

フル開発

ＰＰ＋カストマイズ

ＰＰのみ

〔7市区町村〕
（2％）

〔55市区町村〕
（17％）

〔233市区町村〕
（70％）

〔38市区町村〕
（11％）
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運用形態の分析運用形態の分析７７

自己運用

システム運用委託
（庁内）

システム運用委託
（庁外）

システム運用＋他の
業務委託

〔19市区町村〕
（6％）〔11市区町村〕

（4％）

〔170市区町村〕
（56％）

〔102市区町村〕
（34％）
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Ⅱ．庶務事務ⅡⅡ．．庶務事務庶務事務
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庶務事務の市区町村における庶務事務の市区町村における導入状況導入状況
（（前年度対比前年度対比））

１１

〔１１６市区町村〕
（5.9％）

〔１８４７市区町村〕
（94.1％）

導入済

未導入

平成17年度

〔８２市区町村〕
（4.4％）

〔５８市区町村〕
（3.1％）

〔１６９３市区町村〕
（92.4％）

導入済

導入済（費用不明）

未導入

平成18年度
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市区町村ごとの市区町村ごとの導入状況導入状況１１－１－１

中核・特別区

未導入
〔47市区〕
（79.7％）

導入済
〔12市区〕
（20.3％）

特例市・市

導入済
〔88市〕

（12.1％）

未導入
〔640市〕
（87.9％）

政令

導入済
〔2市〕

（13.3％）

未導入
〔13市〕

（86.7％）

町村

未導入
〔992町村〕
（96.2％）

導入済
〔39町村〕
（3.8％）
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導入及び運用に要する経費導入及び運用に要する経費２２
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機能区分別市区町村数機能区分別市区町村数３３

機能区分別の市区町村数

服務

旅費

申請

複数機能

〔35市区町村〕
（44％）

〔2市区町村〕
（3％）

〔7市区町村〕
（9％）

〔34市区町村〕
（44％）
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機能区分別構築費用機能区分別構築費用３－１３－１
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処理形態の分析処理形態の分析４４
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開発形態の分析開発形態の分析５５

自己開発

フル開発

ＰＰ＋カストマイズ

ＰＰのみ

〔8市区町村〕
（10％）

〔2市区町村〕
（3％）

〔8市区町村〕
（10％）

〔60市区町村〕
（77％）
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運用形態の分析運用形態の分析６６

自己運用

システム運用委託
（庁内）
システム運用委託
（庁外）
システム運用＋他の
業務委託

〔3市区町村〕
（6％）

〔20市区町村〕
（38％）

〔26市区町村〕
（50％）

〔3市区町村〕
（6％）



23All rights reserved, Copyright©2007 FUJI ELECTRIC SYSTEMS CO., LTD．

F i nF i n



分析時に採用した団体のデータ

１．一括契約のため調査票２の費用が未記入
調査票３（一括契約のシステム）から分析可能なデータは調査票２へ転記

２．構築費用・運用保守費用の未記入の団体扱いについて

今回の分析に採用した分析ケース
調査票へ費用記入の

有無

－－－分析に採用××（４）

分析に採用－－分析に採用○×（３）

－分析に採用－分析に採用×○（２）

分析に採用分析に採用分析に採用分析に採用○○（１）

運用・保守分析①電子決裁利用の分析

②処理形態分析

③開発形態分析

導入及び運
用に要する経
費分析

導入状況分
析

運用保守

費用

構築費用

○（記入）、×（未記入）

参考１



参考２

「市町村の業務システムの導入及び運用に要する経費等の調査」に
関する文書管理の追加調査要望

１．文書管理の利用者数
スタンドアローン型・汎用コンピュータバッチ型等、職員全員が活
用できるとは考えにくい。導入効果対必要経費の分析には利用者数
が必要。

２．文書管理に入っている機能
・必要経費の大小だけでは評価が困難。
・導入効果の数値（例：綾部市 電子決裁率４０％
（出典：月間LASDEC H１９年９月号））が記入可能なら望まし

い。
・導入効果記入が困難でも効果の推測のため、文書管理に入ってい
る機能は必要

３．費用の分離
（１）構築費用

システム構築費用とハード・ソフト費用の分離
（２）運用・保守費用

運用費用と保守費用の分離


